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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　単結晶状のＲＥ１Ｂａ２Ｃｕ３Ｏｙ（ＲＥはＹ又は希土類元素から選ばれる１種又は２
種以上の元素。６．８≦ｙ≦７．１）中にＲＥ２ＢａＣｕＯ５が分散した組織を有し、上
面と下面と側面とを備える柱状の酸化物超電導バルク体を複数個組み合わせてなる酸化物
超電導バルクマグネットであって、
　前記酸化物超電導バルク体と、前記酸化物超電導バルク体の側面を覆うように配置され
たバルク体補強部材と、からなるバルク体ユニットが、同一方向を向き、かつ互いに接す
るように配置されて集合体を形成し、
　前記集合体の側面は、集合体側面補強部材により覆われており、前記集合体側面補強部
材は、バルク体補強部材よりも厚肉であって、
　前記集合体の上面および下面は、それぞれ、集合体上部補強部材および集合体下部補強
部材により覆われており、
　前記集合体側面補強部材と前記集合体上部補強部材と前記集合体下部補強部材とが一体
化された構成を有することを特徴とする酸化物超電導バルクマグネット。
【請求項２】
　前記バルク体補強部材は、肉厚が５．０ｍｍ以下であることを特徴とする請求項１に記
載の酸化物超電導バルクマグネット。
【請求項３】
　前記集合体上部補強部材を構成する材質と、前記集合体下部補強部材を構成する材質と
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が異なり、前記集合体上部補強部材は前記集合体下部補強部材よりも３００Ｋにおける降
伏強度が高く、前記集合体下部補強部材は前記集合体上部補強部材よりも熱伝導率が高い
ことを特徴とする請求項１または２に記載の酸化物超電導バルクマグネット。
【請求項４】
　前記集合体上部補強部材を構成する材質が非磁性であり、かつ、３００Ｋにおける降伏
強度が２００ＭＰａ以上であり、
　前記集合体下部補強部材を構成する材質の熱伝導率が５０Ｗ／ｍ・Ｋ以上であることを
特徴とする請求項１から３のいずれか１項に記載の酸化物超電導バルクマグネット。
【請求項５】
　前記集合体側面補強部材の高さは、前記集合体の高さ以上であることを特徴とする請求
項１から４のいずれか１項に記載の酸化物超電導バルクマグネット。
【請求項６】
　前記集合体側面補強部材と、前記集合体上部補強部材または前記集合体下部補強部材と
、が一体構造であることを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載の酸化物超電
導バルクマグネット。
【請求項７】
　前記集合体側面補強部材と前記集合体上部補強部材と前記集合体下部補強部材とが、固
定手段により一体化されていることを特徴とする請求項１から６のいずれか１項に記載の
酸化物超電導バルクマグネット。
【請求項８】
　前記バルク体ユニットを、同一方向を向きかつ互いに接するように配置することにより
、前記集合体内部に生じた空間を通じて、前記集合体上部補強部材と前記集合体下部補強
部材とが一体化されていることを特徴とする請求項７に記載の酸化物超電導バルクマグネ
ット。
【請求項９】
　前記酸化物超電導バルク体には、上面および下面を貫通する貫通孔が形成されており、
　前記貫通孔を通じて、前記集合体上部補強部材と前記集合体下部補強部材とが一体化さ
れていることを特徴とする請求項７または８に記載の酸化物超電導バルクマグネット。
【請求項１０】
　前記酸化物超電導バルク体は、平面視形状が多角形であることを特徴とする請求項１か
ら９のいずれか１項に記載の酸化物超電導バルクマグネット。
【請求項１１】
　前記酸化物超電導バルク体は、平面視形状が、多角形の頂点が丸み加工された形状であ
ることを特徴とする請求項１から９のいずれか１項に記載の酸化物超電導バルクマグネッ
ト。
【請求項１２】
　前記酸化物超電導バルク体は、前記多角形が四角形、六角形、又は、八角形であること
を特徴とする請求項１０または１１に記載の酸化物超電導バルクマグネット。
【請求項１３】
　前記酸化物超電導バルク体は、平面視形状が円であることを特徴とする請求項１から９
のいずれか１項に記載の酸化物超電導バルクマグネット。
【請求項１４】
　前記酸化物超電導バルク体は、平面視形状が、対向する一対の平行な直線と、対向する
一対の曲線と、が接続されたレーストラック形状であることを特徴とする請求項１から９
のいずれか１項に記載の酸化物超電導バルクマグネット。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、酸化物超電導バルクマグネットに関する。特に、酸化物超電導バルク体を複
数個並列して使用する構造を有する酸化物超電導バルクマグネットに関する。
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【背景技術】
【０００２】
　単結晶状のＲＥＢａ２Ｃｕ３Ｏ７－ｘ（ＲＥは、希土類元素）相中にＲＥ２ＢａＣｕＯ

５相が分散した酸化物超電導材料は、高い臨界電流密度（以下、「Ｊｃ」と示すこともあ
る。）を有するために、磁場中の冷却やパルス着磁により励磁され、強力な磁場を発生で
きる超電導バルクマグネットとして使用可能である。
【０００３】
　超電導バルクマグネットは非常に強力な磁場をコンパクトな空間に発生できるという優
れた特長を有するが、コンパクトな空間に非常に強力な磁場を閉じ込めることになるので
、酸化物超電導バルク体内部に大きな電磁応力が作用することになる。この電磁応力は、
閉じ込められた磁場が広がるように作用するのでフープ応力とも呼ばれる。５～１０Ｔ級
の強磁場の場合には、作用する電磁応力が超電導バルク体自身の材料機械強度を超えるこ
ともあり、その結果、酸化物超電導バルク体が破損するおそれがある。酸化物超電導バル
ク体が破損すると、超電導バルク体は強磁場を発生することができなくなる。
【０００４】
　電磁応力による超電導バルク体の破損を防止することができれば、コンパクトで強磁場
という超電導バルクマグネットの特長を活かし、船舶用モータや風力発電用発電機、磁気
分離などマグネットを利用する応用において、機器の高性能化や機器の小型軽量化に役立
つことが期待されている。
【０００５】
　電磁応力による酸化物超電導バルク体の破損を防止するために、例えば特許文献１では
、円柱状の酸化物超電導バルク体とこれを囲む金属リングとにより構成された超電導バル
クマグネットが提案されている。このような構成にすることにより、冷却時に金属リング
による圧縮応力が酸化物超電導バルク体に加わり、その圧縮応力が電磁応力を軽減する効
果を有するため、酸化物超電導バルク体の割れを抑制することができる。
【０００６】
　また、特許文献２には、超電導バルク体の側面全体を金属リング等で補強し、さらに、
超電導バルク体の上下面も補強体で補強された構成を有する超電導バルクマグネットが開
示されている。このような構成にすることにより、大きな超電導バルク体の場合でも高磁
場を発生させることが可能となっている。
【０００７】
　ところで、一般的に、単結晶状の酸化物超電導材料の大きさは小さく、これを加工して
得られる超電導バルク体を比較的大面積に磁場を発生させる必要のあるもの（例えば、大
型回転機器、大型マグネット等）へ応用することは難しい。したがって、複数個の超電導
バルク体を組み合わせて一体とされた超電導バルク体の集合体を用いて、比較的大面積に
磁場を発生させる必要がある。
【０００８】
　ところが、上記特許文献１および２には、円柱状の１個の酸化物超電導バルク体の破損
が防止できることが示されているのみであり、超電導バルク体を複数組み合わせた構成に
ついては開示されていない。
【０００９】
　超電導バルク体を複数組み合わせた構成に関して、例えば特許文献３の図３には、六角
形の超電導バルク体を７個組み合わせて、その周囲に繊維強化樹脂等からなる補強部材を
配置し、さらにその外周にステンレスやアルミ等の金属からなる支持部材が配置された超
電導磁場発生素子が開示されている。
【００１０】
　また、特許文献４には、貫通路を有する超電導バルクマグネットの周囲を高強度材料で
覆われたことを特徴とする酸化物超電導バルクマグネットが開示されている。特に、矩形
の外周および内周を有する複数のバルク状高温超電導体がそれぞれ矩形の外周支持用高強
度材で覆われた超電導バルクマグネットが開示されている。
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【００１１】
　さらに、特許文献５には、複数の高温超電導体セルを接着剤で接着させて一つにまとめ
て超電導セル集合体を形成した超電導マグネット装置において、隣接する高温超電導体セ
ル間に絶縁体または高電気抵抗物（ステンレス、銅、ニッケル）を介装した例が開示され
ている。特に、矩形の高温酸化物超電導バルク体の外周側に補強部材を被覆または被着さ
せた超電導マグネット装置が示されている（特許文献５の明細書段落０００９及び図６）
。
【００１２】
　また、特許文献６には、超電導バルク体を複数個並列に配置した磁極を有する超電導永
久磁石装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】特開平１１－３３５１２０号公報
【特許文献２】特開２０１４－１４６７６０号公報
【特許文献３】特開平１１－２８４２３８号公報
【特許文献４】特開平７－１８２９３４号公報
【特許文献５】特開２００１－３０７９１６号公報
【特許文献６】特開２００４－３４９２７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　しかし、上記特許文献２に記載の超電導磁場発生素子では、各酸化物超電導バルク体は
補強されていない。本願発明者らの実験では、特許文献２に開示された構成では、酸化物
超電導バルク体の集合体の周囲を補強する効果はあるが、各酸化物超電導バルク体の補強
はされていないため、強磁場を印加した場合、各酸化物超電導バルク体が破損する結果と
なった。また、上記特許文献３、４では、個々の超電導バルクマグネットの破損を防止で
きるものの、複数のバルク状高温超電導体の集合体として、十分な総磁束量を得ることが
できなかった。
【００１５】
　そこで、本発明は、上記問題に鑑みてなされたものであり、必要とされる磁場領域を確
保するために、酸化物超電導バルク体を複数組み合わせてなる超電導バルクマグネットに
おいて、高い磁場強度条件下でも、超電導バルク体の破損を防止し、かつ、十分な総磁束
量を得ることができる酸化物超電導バルクマグネットを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上記課題の解決のため、本願発明者らは、個々の酸化物超電導バルク体を金属製の補強
枠を嵌合したうえで、複数個組み合わせ、この集合体の側面外周に補強枠を配置し、さら
に、この集合体の上下面を補強部材で固定することによって、強磁場下でも超電導バルク
体の破損を防止できることを見出した。本発明は、以下に要約される。
【００１７】
　（１）単結晶状のＲＥ１Ｂａ２Ｃｕ３Ｏｙ（ＲＥはＹ又は希土類元素から選ばれる１種
又は２種以上の元素。６．８≦ｙ≦７．１）中にＲＥ２ＢａＣｕＯ５が分散した組織を有
し、上面と下面と側面とを備える柱状の酸化物超電導バルク体を複数個組み合わせてなる
酸化物超電導バルクマグネットであって、
　前記酸化物超電導バルク体と、前記酸化物超電導バルク体の側面を覆うように配置され
たバルク体補強部材と、からなるバルク体ユニットが、同一方向を向き、かつ互いに接す
るように配置されて集合体を形成し、
　前記集合体の側面は、集合体側面補強部材により覆われており、
　前記集合体側面補強部材は、バルク体補強部材よりも厚肉であって、
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　前記集合体の上面および下面は、それぞれ、集合体上部補強部材および集合体下部補強
部材により覆われており、
　前記集合体側面補強部材と前記集合体上部補強部材と前記集合体下部補強部材とが一体
化された構成を有することを特徴とする酸化物超電導バルクマグネット。
（２）前記バルク体補強部材は、肉厚が５．０ｍｍ以下であることを特徴とする（１）に
記載の酸化物超電導バルクマグネット。
（３）前記集合体上部補強部材を構成する材質と、前記集合体下部補強部材を構成する材
質とが異なり、前記集合体上部補強部材は前記集合体下部補強部材よりも３００Ｋにおけ
る降伏強度が高く、前記集合体下部補強部材は前記集合体上部補強部材よりも熱伝導率が
高いことを特徴とする（１）または（２）に記載の酸化物超電導バルクマグネット。
（４）前記集合体上部補強部材を構成する材質が非磁性であり、かつ、室温（３００Ｋ）
における降伏強度が２００ＭＰａ以上であり、
　前記集合体下部補強部材を構成する材質の熱伝導率が５０Ｗ／ｍ・Ｋ以上であることを
特徴とする（１）から（３）のいずれかに記載の酸化物超電導バルクマグネット。
（５）前記集合体側面補強部材の高さは、前記集合体の高さ以上であることを特徴とする
（１）から（４）のいずれかに記載の酸化物超電導バルクマグネット。
【００１８】
　（６）前記集合体側面補強部材と、前記集合体上部補強部材または前記集合体下部補強
部材と、が一体構造であることを特徴とする（１）から（５）のいずれかに記載の酸化物
超電導バルクマグネット。
（７）前記集合体側面補強部材と前記集合体上部補強部材と前記集合体下部補強部材とが
、固定手段により一体化されていることを特徴とする（１）から（６）のいずれかに記載
の酸化物超電導バルクマグネット。
（８）前記バルク体ユニットを、同一方向を向きかつ互いに接するように配置することに
より、前記集合体内部に生じた空間を通じて、前記集合体上部補強部材と前記集合体下部
補強部材とが一体化されていることを特徴とする（７）に記載の酸化物超電導バルクマグ
ネット。
（９）前記酸化物超電導バルク体には、上面および下面を貫通する貫通孔が形成されてお
り、
　前記貫通孔を通じて、前記集合体上部補強部材と前記集合体下部補強部材とが一体化さ
れていることを特徴とする（７）または（８）に記載の酸化物超電導バルクマグネット。
【００１９】
　（１０）前記酸化物超電導バルク体は、平面視形状が多角形であることを特徴とする（
１）から（９）のいずれかに記載の酸化物超電導バルクマグネット。
（１１）前記酸化物超電導バルク体は、平面視形状が、多角形の頂点が丸み加工された形
状であることを特徴とする（１）から（９）のいずれかに記載の酸化物超電導バルクマグ
ネット。
（１２）前記酸化物超電導バルク体は、前記多角形が四角形、六角形、又は、八角形であ
ることを特徴とする（１０）または（１１）に記載の酸化物超電導バルクマグネット。
（１３）前記酸化物超電導バルク体は、平面視形状が円であることを特徴とする（１）か
ら（９）のいずれかに記載の酸化物超電導バルクマグネット。
（１４）前記酸化物超電導バルク体は、平面視形状が、対向する一対の平行な直線と、対
向する一対の曲線と、が接続されたレーストラック形状であることを特徴とする（１）か
ら（９）のいずれかに記載の酸化物超電導バルクマグネット。
【発明の効果】
【００２０】
　以上説明したように本発明によれば、超電導バルク体を複数個組み合わせてなる超電導
バルクマグネットにおいて、超電導バルク体の破損を防止し、強磁場を発生することが可
能な超電導バルクマグネットを提供することができる。また、本発明の一形態においては
、更に、回転方向に対し磁極内の磁場分布が均一であり、より滑らかに回転する回転機器
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を提供することもできる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本実施形態に係る超電導バルクマグネットの一例を示す概略分解斜視図である。
【図２Ａ】従来の酸化物超電導バルクマグネットの一例を示す概略斜視図であって、各酸
化物超電導バルク体が補強体により周辺部が嵌合されている構成を示す。
【図２Ｂ】従来の酸化物超電導バルクマグネットの一例を示す概略斜視図であって、複数
のバルク体の周辺部に補強体が嵌合されている構成を示す。
【図３Ａ】本発明の一実施形態に係るバルク体補強部材を嵌合したレーストラック型超電
導バルク体を示す斜視図である。
【図３Ｂ】図３Ａに示すレーストラック型超電導バルク体のサイズを説明する説明図であ
る。
【図４】本実施形態に係る酸化物超電導バルクマグネットの他の一例を示す分解斜視図で
ある。
【図５】本発明の一実施形態に係る面取り加工を施した八角形状超電導バルク材を示す平
面図である。
【図６】本実施形態に係る酸化物超電導バルクマグネットの一例を示す分解斜視図である
。
【図７】レーストラック型バルク超電導体の捕捉磁束密度分布例を示す説明図である。
【図８】有穴のレーストラック型バルク超電導体の捕捉磁束密度分布例を示す説明図であ
る。
【図９】本実施形態に係るバルク体補強部材が配置された六角形状の酸化物超電導バルク
体の集合体を示す平面図である。
【図１０】本実施形態に係るバルク体補強部材が配置された円柱状の酸化物超電導バルク
体の集合体を示す平面図である。
【図１１】レーストラック型の酸化物超電導バルク体を有する酸化物超電導バルクマグネ
ットを磁極として用いた回転機器の回転子の一構成例を示す概略斜視図である。
【図１２】本実施例において、バルク体補強部材が配置されていない円柱状の酸化物超電
導バルク体の集合体を有する酸化物超電導バルクマグネットの一例を示す分解斜視図であ
る。
【図１３】本実施例において、バルク体補強部材および集合体側面補強部材が配置されて
いない円柱状の酸化物超電導バルク体の集合体を有する酸化物超電導バルクマグネットの
一例を示す分解斜視図である。
【図１４】本実施例において、集合体側面補強部材が配置されていない円柱状の酸化物超
電導バルク体の集合体を有する酸化物超電導バルクマグネットの一例を示す分解斜視図で
ある。
【図１５】本実施例において、バルク体補強部材および集合体側面補強部材が配置された
円柱状の酸化物超電導バルク体の集合体を有する酸化物超電導バルクマグネットの一例を
示す分解斜視図である。
【図１６】本実施例において、バルク体補強部材および集合体側面補強部材が配置された
円柱状の酸化物超電導バルク体の集合体を有する酸化物超電導バルクマグネットであって
、集合体内部に形成された隙間を通じて、集合体上部補強部材と集合体下部補強部材とを
結合する例を示す分解斜視図である。
【図１７】本実施例において、バルク体補強部材が配置されていない六角柱状の酸化物超
電導バルク体の集合体を有する酸化物超電導バルクマグネットの一例を示す分解斜視図で
ある。
【図１８】本実施例において、バルク体補強部材および集合体側面補強部材が配置された
六角柱状の酸化物超電導バルク体の集合体を有する酸化物超電導バルクマグネットの一例
を示す分解斜視図である。
【図１９】本実施例において、バルク体補強部材および集合体側面補強部材が配置された
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六角柱状の酸化物超電導バルク体の集合体を有する酸化物超電導バルクマグネットであっ
て、酸化物超電導バルク体に貫通孔が形成され、集合体内部に形成された隙間を通じて、
集合体上部補強部材と集合体下部補強部材とを結合する例を示す分解斜視図である。
【図２０】本実施例において、バルク体補強部材および集合体側面補強部材が配置された
六角柱状の酸化物超電導バルク体の集合体を有する酸化物超電導バルクマグネットであっ
て、集合体側面補強部材の集合体側の縁部を、集合体の側面と接するように延在させた例
を示す分解斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下に添付図面を参照しながら、本発明の好適な実施の形態について詳細に説明する。
なお、本明細書及び図面において、実質的に同一の機能構成を有する構成要素については
、同一の符号を付することにより重複説明を省略する。
【００２３】
　まず、本実施形態に係る酸化物超電導バルクマグネット（以下、単に「超電導バルクマ
グネット」ともいう。）について説明する。
【００２４】
　本実施形態に係る酸化物超電導バルクマグネットで用いる酸化物超電導バルク体（以下
、単に「超電導バルク体」ともいう。）は、単結晶状のＲＥＢａ２Ｃｕ３Ｏ７－ｘ中にＲ
Ｅ２ＢａＣｕＯ５相（２１１相）等に代表される非超電導相が微細分散した組織を有する
バルク材（所謂ＱＭＧ（登録商標）材料）が望ましい。ここで、単結晶状というのは、完
璧な単結晶である必要はなく、小傾角粒界等の実用に差支えない欠陥を有するものも包含
するという意味である。ＲＥＢａ２Ｃｕ３Ｏ７－ｘ相（１２３相）及びＲＥ２ＢａＣｕＯ

５相（２１１相）におけるＲＥは、Ｙ、Ｌａ、Ｎｄ、Ｓｍ、Ｅｕ、Ｇｄ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅ
ｒ、Ｔｍ、Ｙｂ、Ｌｕからなる希土類元素及びそれらの組み合わせで、Ｌａ、Ｎｄ、Ｓｍ
、Ｅｕ、Ｇｄを含む１２３相は１：２：３の化学量論組成から外れ、ＲＥのサイトにＢａ
が一部置換した状態になることもある。また、非超電導相である２１１相においても、Ｌ
ａ、Ｎｄは、Ｙ、Ｓｍ、Ｅｕ、Ｇｄ、Ｄｙ、Ｈｏ、Ｅｒ、Ｔｍ、Ｙｂ、Ｌｕとは幾分異な
り、金属元素の比が非化学量論的組成であったり、結晶構造が異なっていることが知られ
ている。
【００２５】
　前述のＢａ元素の置換は、臨界温度を低下させる傾向がある。また、より酸素分圧の小
さい環境においては、Ｂａ元素の置換が抑制される傾向にある。
【００２６】
　１２３相は、２１１相とＢａとＣｕとの複合酸化物からなる液相との包晶反応、
　　２１１相＋液相（ＢａとＣｕの複合酸化物）　→　１２３相
により形成される。そして、この包晶反応により、１２３相ができる温度（Ｔｆ：１２３
相生成温度）は、ほぼＲＥ元素のイオン半径に関連し、イオン半径の減少に伴いＴｆも低
くなる。また、低酸素雰囲気及びＡｇ添加に伴い、Ｔｆは低下する傾向にある。
【００２７】
　単結晶状の１２３相中に２１１相が微細分散した材料は、１２３相が結晶成長する際、
未反応の２１１粒が１２３相中に取り残されるために形成される。すなわち、上記バルク
材は、
　　２１１相＋液相（ＢａとＣｕの複合酸化物）　→　１２３相＋２１１相
で示される反応により形成される。
【００２８】
　バルク材中の２１１相の微細分散は、臨界電流密度Ｊｃ向上の観点から極めて重要であ
る。Ｐｔ、Ｒｈ又はＣｅの少なくとも一つを微量添加することで、半溶融状態（２１１相
と液相からなる状態）での２１１相の粒成長が抑制され、結果的に材料中の２１１相が約
１μｍ程度に微細化される。添加量は、微細化効果が現れる量及び材料コストの観点から
、Ｐｔで０．２～２．０質量％、Ｒｈで０．０１～０．５質量％、Ｃｅで０．５～２．０
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質量％が望ましい。添加されたＰｔ、Ｒｈ、Ｃｅは１２３相中に一部固溶する。また、固
溶できなかった元素は、ＢａやＣｕとの複合酸化物を形成し、材料中に点在することにな
る。
【００２９】
　また、マグネットを構成するバルク酸化物超電導体は、磁場中においても高い臨界電流
密度（Ｊｃ）を有する必要がある。この条件を満たすには、超電導的に弱結合となる大傾
角粒界を含まない単結晶状の１２３相である必要がある。さらに高いＪｃ特性を有するた
めには、磁束の動きを止めるためのピンニングセンターが必要となる。このピンニングセ
ンターとして機能するものが微細分散した２１１相であり、より細かく多数分散している
ことが望ましい。先に述べたように、Ｐｔ、ＲｈやＣｅは、この２１１相の微細化を促進
する働きがある。また、ピンニングセンターとして、ＢａＣｅＯ３、ＢａＳｉＯ３、Ｂａ
ＧｅＯ３、ＢａＳｎＯ３等の可能性が知られている。また、２１１相等の非超電導相は、
劈開し易い１２３相中に微細分散することによって、超電導体を機械的に強化し、バルク
材料として成り立たせる重要な働きをも担っている。
【００３０】
　１２３相中の２１１相の割合は、Ｊｃ特性及び機械強度の観点から、５～３５体積％が
望ましい。また、材料中には、５０～５００μｍ程度のボイド（気泡）を５～２０体積％
含むことが一般的であり、さらにＡｇ添加した場合、添加量によって１～５００μｍ程度
のＡｇ又はＡｇ化合物を０体積％超２５体積％以下含む。
【００３１】
　また、結晶成長後の材料の酸素欠損量（ｘ）は、０．５程度で半導体的な抵抗率の温度
変化を示す。これを各ＲＥ系により３５０℃～６００℃で１００時間程度、酸素雰囲気中
においてアニールすることにより酸素が材料中に取り込まれ、酸素欠損量（ｘ）は０．２
以下となり、良好な超電導特性を示す。この時、超電導相中には双晶構造ができる。しか
しながら、この点を含めここでは単結晶状と呼ぶことにする。
【００３２】
　以下に、本発明の実施形態に係る超電導バルクマグネットについて、図１に沿って説明
する。図１は、超電導バルクマグネットの一例を示す概略分解斜視図である。
【００３３】
　本実施形態に係る超電導バルクマグネットを説明するにあたり、比較のため、図２Ａお
よび２Ｂを用いて従来の超電導バルクマグネットの構成例を説明する。図２Ａおよび図２
Ｂは、どちらも、従来の酸化物超電導バルクマグネットの一例を示す概略斜視図である。
まず、図２Ａに示す超電導バルクマグネット１０では、個々の矩形の超電導バルク体１２
は、それぞれ厚肉の金属製補強体１４で囲われている。このような構成にすることによっ
て超電導バルク体１２の破損は防止できるが、超電導バルク体１２が離散的な配置になり
、複数個の超電導バルク体１２を一体化する効果は小さい。
【００３４】
　一方、図２Ｂに示す超電導バルクマグネット２０では複数個の超電導バルク体２２は密
に配置され、その集合体の外周が厚肉の金属製補強体２４で囲われている。このような構
成にすることによって、図２Ａに比べて全体的な磁場強度や単位面積当たりの総磁束量を
大きくすることが期待できるが、着磁する過程において集合体を構成する超電導バルク体
２２の中には破損するものが生じるという問題がある。
【００３５】
　本願発明者らが破損の原因を鋭意調査した結果、複数個の超電導バルク体を用いて超電
導バルクマグネットを構成した場合、着磁の過程において個々の超電導バルク体間に非常
に大きな反発力が作用する。また、個々の酸化物超電導バルク体の間には形状及び性能の
バラツキがあり、応力の局所的な掛かり方にもバラツキが生じることが分かった。反発力
により、個々の超電導バルク体の間に僅かな隙間が生じることがあるが、上記のようなバ
ラツキが生じているため、隙間の生じ具合が均等でなく、一部の超電導バルク体に局所的
に過度な力が作用することがある。その結果、図２Ｂのように複数個の酸化物超電導バル
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に破損するものが生じることが分かった。
【００３６】
　従って、このような超電導バルク体の破損を防ぐためには、複数の超電導バルク体から
構成される集合体の側面に配置される集合体側面補強部材だけでなく、個々の超電導バル
ク体の周囲（側面）にそれぞれ補強部材（補強枠）を設置して、上記のようなバラツキを
吸収する必要がある。なお、超電導バルクマグネットの全体的な磁場強度や単位面積当た
りの総磁束量を確保するために、各超電導バルク体の側面に設けられる補強枠の肉厚は５
．０ｍｍ以下であることが好ましく、３．０ｍｍ以下がより好ましく、１．０ｍｍ以下が
さらに好ましい。しかし、単に補強枠を配置した場合であっても、超電導バルク体の破損
を防ぐことはできなかった。上述したように、超電導バルク体間には反発力が作用する。
このため、超電導バルク体を組み合わせた集合体の側面に集合体側面補強部材を配置して
も、集合体には局部的に応力が集中する点が生じてしまう。このとき、集合体の上面ある
いは下面がフリーになっていると、応力の開放により超電導バルク体の破損が生じるもの
と考えられる。
【００３７】
　そこで、本実施形態に係る超電導バルクマグネットは、個々の超電導バルク体の側面に
それぞれバルク体補強部材を設置し、超電導バルク体の集合体の側面に集合体側面補強部
材を配置するとともに、さらに超電導バルク体の集合体の上面、下面全体を覆う補強部材
を設置して構成する。すなわち、図１に示すように、本実施形態に係る超電導バルクマグ
ネット１００は、個々の超電導バルク体１１０の側面にバルク体補強部材１２０を嵌合し
、これを複数個ならべた集合体の側面に集合体側面補強部材１３０を配置し、集合体の上
面及び下面に集合体上部補強部材１４０および集合体下部補強部材１５０をあてがい、周
囲の複数箇所に結合部材（図示せず。）を通して締結して、集合体側面補強部材１３０と
集合体上部補強部材１４０と集合体下部補強部材１５０とを一体化するように固定する構
造となっている。
【００３８】
　なお、図１では、バルク体補強部材１２０が嵌合された超電導バルク体１１０（以下、
このまとまりを「バルク体ユニット」ともいう。）が６個の場合を示したが、本発明はか
かる例に限定されない。例えば、バルク体ユニットが５個や７個等の場合も、本発明の作
用効果は同様に有効である。
【００３９】
　バルク体補強部材１２０は、超電導バルク体１１０の側面形状に沿った中空の部材であ
り、各超電導バルク体１１０の側面にそれぞれ設けられている。バルク体補強部材１２０
の熱膨張係数と超電導バルク体１１０の熱膨張係数との違いを利用して、冷却時に、この
バルク体補強部材１２０が各酸化物超電導バルク体１１０の側面を圧縮・補強することで
、個々の酸化物超電導バルク体１１０のフープ応力に対抗し、割れを抑制する効果を奏す
ることができる。また、各超電導バルク体１１０は、バルク体補強部材１２０が設けられ
ても、上面及び下面はバルク体補強部材１２０から露出した状態となっている。
【００４０】
　ここで、図３Ａに示すレーストラック型の酸化物超電導バルク体にレーストラック型の
ステンレス製の金属リング（バルク体補強部材）を嵌め込んだバルク体ユニットの着磁時
における酸化物超電導バルク体中の最大応力（フープ応力）を低減させる効果を検証すべ
く、金属リングの肉厚と最大応力低減効果との関係を数値解析により算出した。表１に、
バルク体補強部材の肉厚依存性を示す。
【００４１】
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【表１】

【００４２】
　バルク体補強部材の肉厚が５．０ｍｍの場合における最大応力低減効果を１００％とし
た場合、肉厚が１．０ｍｍの場合も６５％の効果があることがわかる。したがって、フー
プ応力を低減するには、バルク体補強部材の肉厚は厚い方が好ましい。しかしながら、上
述したように、超電導バルクマグネットが発生する磁場強度および単位面積当たりの総磁
束量を多くする場合、あるいは、バルク体補強部材を含む酸化物超電導バルク体の設置面
積に制約がある場合には、バルク体補強部材の肉厚は薄い方が好ましい。
【００４３】
　バルク体補強部材１２０は、超電導バルクマグネット１００に要求される磁場強度や単
位面積当たりの総磁束量を保持するため、上述したように、好ましくは５．０ｍｍ以下、
より好ましくは３．０ｍｍ以下、さらに好ましくは１．０ｍｍ以下の肉厚とされる。バル
ク体補強部材１２０の材質としては、十分な強度のあるステンレス鋼、チタン合金、銅合
金、アルミ合金等を用いることが好ましい。バルク体補強部材１２０の肉厚の下限値は、
これら素材の強度に応じて決められる。
【００４４】
　バルク体補強部材は旋盤、マシニングセンター、放電加工等の通常の金属加工によって
作製できる。さらに、酸化物超電導バルク体とバルク体補強部材との接合は、樹脂接着、
半田接着、グリース接着などで行うことが可能である。また、バルク体補強部材は、上述
したように、隙間の生じ具合が均等でないために一部の酸化物超電導バルク体に局所的に
作用する過度な力を緩和することができるため破損を防止する効果もある。
【００４５】
　尚、上記実施形態において、個々の超電導バルク体のバルク体補強部材を外して使用す
ると、超電導バルク体の破損が発生した。これは、先に述べたように、超電導バルク体の
加工においては外形に有限の不均一性が生ずることが避けられず、隣接する超電導バルク
体間に応力が集中する点が発生し、弾性体ではない超電導バルク体の破損に至るものと考
えられる。したがって、超電導バルク体の側面に設けられるバルク体補強部材によりこの
ような応力を緩和する作用があるものと推測される。
【００４６】
　そして、バルク体ユニットを複数並べて集合体が形成される。このとき、各超電導バル
ク体１１０の上面の向きは同一方向に揃えられ、隣接する超電導バルク体１１０のバルク
体補強部材１２０同士を当接させて集合体が形成される。例えば、図１に示すように、バ
ルク体補強部材１２０が設けられた超電導バルク体１１０を６つ、２×３配列にして集合
体を形成してもよい。集合体は、その側面の形状に対応する集合体側面補強部材１３０の
内周面に集合体の側面が接することにより規制される。
【００４７】
　また、集合体側面補強部材１３０は、バルク体補強部材よりも肉厚に形成され、例えば
５ｍｍ以上の肉厚であって、超電導バルクマグネット全体の大きさ等を考慮して適宜決定
される。さらに、集合体側面補強部材１３０は、集合体上部補強部材１４０及び集合体下
部補強部材１５０の両方と繋がっていることが、強度の確保において必要である。特に曲
げや捻じれの応力に対応するため必要となる。但し、側面全周に亘って繋がっている必要
は無く、周方向において繋がっている部分の割合が５０％以上であればよく、７０％以上
が好ましく、９０％以上がより好ましく、１００％が更に好ましい。さらにまた、集合体
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側面補強部材１３０における集合体の側面と接する部分の高さは、集合体の高さ、すなわ
ち、バルクユニットの高さ以上であることが必要である。
【００４８】
　これは、集合体側面補強部材１３０の高さが、全周にわたり、集合体の高さに対して低
い場合は、集合体側面補強部材１３０は、集合体上部補強部材１４０及び集合体下部補強
部材１５０と繋がることができなくなるため、十分な結合強度が得られなくなってしまう
ためである。そのため、集合体側面補強部材１３０における集合体の側面と接する部分の
高さは、集合体の高さ、すなわち、バルクユニットの高さと、実質的に同じであることが
好ましい。また、集合体側面補強部材１３０の高さが、バルクユニットの高さよりも高い
場合でも構わない。その際、バルク体ユニットの上面と集合体上部補強部材１４０の下面
との間、又は、バルク体ユニットの下面と集合体下部補強部材１４０の上面との間に隙間
が生じるが、その隙間に半田、樹脂、グリース等を充填すれば良い。しかしながら、隙間
が高すぎる場合には、バルク体ユニットを十分に固定できない場合があるため、上記いず
れの隙間も、１０ｍｍ以下とすることが好ましく、１ｍｍ以下がより好ましい。さらに、
集合体側面補強部材の一部分の開口部等によるバルクユニットの露出等があっても構わな
い。
【００４９】
　ここで、特許文献６との違いとして、特許文献６では、集合体側面補強部材と集合体上
部補強部材とは、一体化されているものの、集合体下部補強部材とが一体化されていない
。また、集合体の側面のほとんどが、露出しており、集合体側面補強部材により覆われて
いない。
【００５０】
　本発明では、集合体の側面は、集合体側面補強部材により覆われており、集合体の上面
および下面は、それぞれ、集合体上部補強部材および集合体下部補強部材により覆われて
おり、集合体側面補強部材と集合体上部補強部材と集合体下部補強部材とが一体化された
構成を有している。
【００５１】
　個々の酸化物超伝導バルク体に生じるフープ応力ではなく、酸化物超電導バルク体の集
合体としての酸化物超電導バルクマグネット全体に生じるフープ応力的な電磁応力に対す
る破損防止機能は、複数の酸化物超電導バルク体の集合体を囲う厚肉の集合体側面補強部
材が担う。
【００５２】
　集合体側面補強部材１３０の材質としては、特に制限されず、例えばバルク体補強部材
１２０と同一材質であってもよいし、異なっていてもよい。具体的には、十分な強度のあ
るステンレス鋼、チタン合金、銅合金、アルミ合金が好ましい。集合体補強体は旋盤、マ
シニングセンター、放電加工等の通常の金属加工によって作製できる。さらに、これらの
部材とバルク体ユニットとの接合は、例えば樹脂接着、半田接着、グリース接着などで行
うことが可能である。また、これらの部材とバルク体ユニットとの隙間を埋めるために、
樹脂、半田、グリースなどを充填することは有効である。
【００５３】
　集合体側面補強部材１３０により囲まれ、一体とされたバルク体ユニットの集合体に対
して、さらに、集合体の上面及び下面に、集合体上部補強部材１４０および集合体下部補
強部材１５０が固定される。具体的には、集合体上部補強部材１４０および集合体下部補
強部材１５０は、集合体に局部的に応力が集中している点から応力が開放されるのを防止
するために集合体側面補強部材と一体化するように固定される。集合体上面補強部材およ
び集合体下面補強部材の肉厚は２ｍｍ以上とするのが望ましく、バルク体補強部材の厚み
よりも肉厚にすることが好ましい。集合体側面補強部材１３０と補強板１４０、１５０と
は、一体化するように固定されていれば、固定手段は特に制限されない。たとえば、ボル
ト等の締結部材を用いてもよいし、半田付け等の接着手段を用いてもよい。
【００５４】
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　また、集合体側面補強部材と集合体下部補強部材とが一体構造とされた容器に、酸化物
超電導バルク体を収納して、当該容器に集合体上部補強部材を固定してもよい。当該容器
と集合体上部補強部材とを固定する手段としては、上述した固定手段を用いればよい。
【００５５】
　あるいは、集合体側面補強部材と集合体上部補強部材とが一体構造とされた容器を、集
合体下部補強部材上に配置された酸化物超電導バルク体にかぶせて、当該容器と集合体下
部補強部材とを固定してもよい。当該容器と集合体下部補強部材とを固定する手段として
は、上述した固定手段を用いればよい。
【００５６】
　図１では、ボルト等の結合部材（図示せず。）によって締結することにより集合体側面
補強部材と上下面の補強部材とが一体化される。このため、集合体側面補強部材１３０の
上面及び下面、集合体上部補強部材１４０および集合体下部補強部材１５０には、ボルト
が挿入される位置に締結孔１３２、１４２、１５２がそれぞれ複数形成されている。ボル
ト径、ボルト止め配置間隔、ボルトの間隔等は設計事項であり、酸化物超電導バルクマグ
ネット１００の形状やサイズに応じて十分な強度が得られるように適宜設計すればよい。
【００５７】
　図１に示す例では、締結孔１３２は、集合体側面補強部材１３０の上面及び下面それぞ
れに、四隅と、隣接する超電導バルク体１１０が接する位置との合計１０カ所に形成され
ている。また、締結孔１４２、１５２は、集合体側面補強部材１３０の上面及び下面の締
結孔１３２に対応する位置にそれぞれ貫通孔として形成されている。なお、図１には、集
合体上部補強部材１４０および集合体下部補強部材１５０の外周以外にも２つの貫通孔が
形成されているが、この貫通孔を利用する例については後述する。
【００５８】
　このように、本実施形態に係る超電導バルクマグネット１００は、バルク体ユニットを
複数個互いに接するように配置して形成された集合体を集合体側面補強部材１３０により
補強するとともに、集合体の上面及び下面を集合体上部補強部材１４０および集合体下部
補強部材１５０により覆って集合体側面補強部材１３０に固定して一体化させて構成され
る。
【００５９】
　このような構成を有する超電導バルクマグネットにおいては、バルク体補強部材１２０
及び集合体側面補強部材１３０により、集合体を構成する一部の超電導バルク体１１０に
過度な力が局所的に作用することを防止できる。結果として、超電導バルクマグネットを
構成するすべての超電導バルク体１１０の破損を防止することができる。
【００６０】
　また、本発明の酸化物超電導バルクマグネットを回転機器等に応用する際、集合体上部
補強部材および集合体下部補強部材の構成が必ずしも上下対称にならない状況が発生する
。具体的には、バルクマグネットの集合体下部補強部材側から冷却し、磁場を発生させ、
集合体上部補強部材側を発生させた磁場を活用する空間とする状況などが例示される。こ
のとき、集合体下部補強部材を、例えば熱伝導性のよい無酸素銅板で構成し、集合体上面
補強部材を、磁場の妨げとならない非磁性の材料、たとえば、ステンレス板等で構成する
。
【００６１】
　このような場合、無酸素銅とステンレスとでは熱膨張係数及び機械強度も異なることか
ら、バルク体補強部材を外側に押し広げようとする力以外に、酸化物超電導バルクマグネ
ット全体を曲げようとする力や捻ろうとする力が働く。
【００６２】
　このような曲げや捻りの力に対しても、上述したように、集合体側面補強部材１３０を
、集合体上部補強部材１４０及び集合体下部補強部材１５０に一体化するよう強固に固定
することが有効である。以下、さらに詳細に説明する。
【００６３】
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　本実施形態に係る超電導バルクマグネットは、発電機やモータなどの回転機器の磁極へ
の応用を重視している。このような回転機器では、回転子に取り付けられた酸化物超電導
バルクマグネットが発生する磁束を、回転子の外側（集合体上面補強板側）に位置する固
定子の巻き線と効率よく鎖交させる必要がある。
【００６４】
　このとき、酸化物超電導バルクマグネットを均一温度に速やかに冷却するため、回転子
に取り付けられる面である集合体下部補強部材は熱伝導性のよい材質で構成することが求
められる。
【００６５】
　一方、磁束を、固定子の巻き線と効率よく鎖交させるには、酸化物超電導バルクマグネ
ットと固定子側の巻き線表面とのギャップを数ｍｍオーダーまで小さくする必要がある。
ギャップを確保するには、集合体上部補強部材の厚さも数ｍｍに抑える必要があり、かつ
酸化物超電導バルクマグネットから生じる大きな電磁応力に対向する必要があるので、高
強度で非磁性の材質が求められる。
【００６６】
　したがって、集合体上部補強部材の材質は、集合体下部補強部材の材質とは異なってお
り、集合体下部補強部材は、熱伝導率が５０Ｗ／ｍ・Ｋ以上である材質から構成されてい
ることが好ましい。具体的には、銅、銅合金、アルミニウム、アルミニウム合金が好まし
い。
【００６７】
　集合体上部補強部材は、集合体下部補強部材よりも高強度であることが求められる。具
体的には、室温（３００Ｋ）での降伏強度が２００ＭＰａ以上であることが好ましい。具
体的な材質としては、ステンレス鋼、チタン合金、銅合金、アルミ合金等が例示される。
【００６８】
　集合体上部補強部材および集合体下部補強部材は旋盤、マシニングセンター、放電加工
等の通常の金属加工によって作製できる。さらに、これらの部材とバルク体ユニットとは
、例えば樹脂接着、半田接着、グリース接着などで接合してもよい。また、これらの部材
とバルク体ユニットとの隙間を埋めるために、樹脂、半田、グリースなどを充填すること
は有効である。
【００６９】
　本願発明者らは、さらに、集合体上部補強部材および集合体下部補強部材の材質が異な
ることに起因してバルクマグネットに作用する曲げや捻りの力の影響をより確実かつ効果
的に防止するには、集合体側面補強部材に集合体上部補強部材および集合体下部補強部材
を固定することに加えて、超電導バルクマグネットの平面外周部だけでなく集合体の内部
を通じて集合体上部補強部材と集合体下部補強部材とを固定することを考えた。具体的に
は、集合体内部にボルト等の締結部材を増設することを考えた。しかし、本実施形態に係
る超電導バルク体の集合体は、限られた面積で十分な総磁束量を確保するために、個々の
超電導バルク体間はバルク体補強部材を隔てて密に配置されており、集合体側面補強部材
の内側（集合体の内側）にはボルトを通すスペースがない。
【００７０】
　そこで、本実施形態では、図１に示すように、角部が面取り加工され八角形状の超電導
バルク体を組み合わせて集合体を形成した際に、面取り加工が施されることによって生じ
た空間（符号１６２）に、集合体上部補強部材および集合体下部補強部材を締結する締結
部材を配置し、２枚の補強部材を締結させて、集合体を強固に固定する。その結果、バル
ク体補強部材が薄肉であっても超電導バルク体の破損をほぼ完全に防止することができる
。尚、面取り加工を施していない矩形（四角形）の超電導バルク体を用いる場合、角部に
反発力から生じる応力が集中し易くなり割れが発生し易くなる。超電導バルク体の側面に
面取り加工を施すことによって、このような割れの要因も取り除くという副次的な効果も
得ることができる。
【００７１】
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　また、バルクマグネットの内部において、集合体上部補強部材と集合体下部補強部材と
を固定する別の手段としては、例えば図４に示すように、酸化物超電導バルク体２１０の
高さ方向に貫通する貫通孔２１２を形成し、集合体上部補強部材２４０及び集合体下部補
強部材２５０にも貫通孔２１２に対応する位置に貫通孔を形成する。これにより、酸化物
超電導バルク体２１０の貫通孔２１２の位置においても、酸化物超電導バルク体２１０と
集合体上部補強部材２４０及び集合体下部補強部材２５０とをボルト等の締結部材により
固定することができる。したがって、図１のように集合体側面補強部材１３０部分のみを
介して集合体上部補強部材１４０と集合体下部補強部材１５０とを連結させて固定した場
合と比較して、これらをより強固に連結して固定することができる。
【００７２】
　以上より、超電導体バルクマグネットの内部において、集合体上部補強部材と集合体下
部補強部材とを固定して、集合体を強固に固定することにより、酸化物超電導バルクマグ
ネット全体の不均一な歪を抑制し、さらに内部の酸化物超電導バルク体の割れを抑制する
ことができる。
【００７３】
　本実施形態における超電導バルクマグネットを構成する酸化物超電導バルク体の形状は
特に制限されず、たとえば、酸化物超電導バルク体が、平面視で三角形以上の多角形状で
あってもよい。
【００７４】
　図５は、本実施形態における超電導バルクマグネットを構成する超電導バルク体が平面
視で八角形である例を示す平面図である。
【００７５】
　より詳細に説明すると、各超電導バルク体１１０は、柱状であり、図５に示すように、
平面から見ると四隅が面取り加工され八角形状となっている。なお、本実施形態に係る超
電導バルク体１１０は、矩形の四隅が面取り加工されて八角形状となっているが、本実施
形態に係る超電導バルクマグネット１００に用いる超電導バルク体１１０は、四隅が面取
り加工されていない矩形状であってもよい。なお、超電導バルク体１１０の四隅には反発
力から生じる応力が集中し易く、応力が集中した部分から割れが発生する可能性もある。
超電導バルク体１１０の側面に面取り加工を施すことによって、このような割れの要因も
取り除くという副次的な効果も得ることができる。
【００７６】
　また、図９は、本実施形態における超電導バルクマグネットを構成する超電導バルク体
が平面視で六角形状である例を示す平面図である。
【００７７】
　酸化物超電導バルク体の形状を、六角柱状とすることにより、酸化物超電導バルク体を
複数配置して、集合体を形成する際には、隙間なく配置させることができる。その結果、
全体的な磁場強度や単位面積当たりの総磁束量を十分に高めることができる。また、四角
柱状に比べ円柱に近いことから、四角柱状よりも捕捉磁場特性は良い。
【００７８】
　一方、四角形状に比較すると、隙間なく配置した際に、端部が揃わないという点で若干
不利である。また、超電導バルク体を隙間なく配置して集合体を形成できるものの、集合
体上部補強部材と集合体下部補強部材とをバルクマグネットの内部においても固定する場
合には、隙間を形成するために、酸化物超電導バルク体に穴を形成する必要がある。
【００７９】
　なお、酸化物超電導バルク体は、平面視形状が、多角形の頂点が丸み加工された形状で
あってもよい。すなわち、多角形の角部が曲線で構成され、丸みを帯びていてもよい。
【００８０】
　また、酸化物超電導バルク体が、平面視で、対向する一対の平行な直線と、対向する一
対の曲線と、が接続されたレーストラック型の形状を有していてもよい。
【００８１】
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　図３Ａは、本実施形態における超電導バルクマグネットを構成する超電導バルク体がレ
ーストラック型である例を示す斜視図である。図３Ｂは、図３Ａに示すレーストラック型
超電導バルク体のサイズを説明する説明図である。図６は、レーストラック型超電導バル
ク体により構成される酸化物超電導バルクマグネットの一例を示す分解斜視図である。一
方、図４は、上述したように、貫通孔が形成されたレーストラック型超電導バルク体から
構成される酸化物超電導バルクマグネットの一例を示す分解斜視図である。
【００８２】
　レーストラック型の酸化物超電導バルク体１１０は、図３Ａに示すように、上面と下面
と側面とを有し、当該側面が、対向する一対の平行な直線と対向する一対の曲線とが接続
されたレーストラック形状に形成されている。側面には、レーストラック型のバルク体補
強部材１２０が嵌合される。ここで、レーストラック形状に関し、上面または下面からみ
たときの直線方向を長手方向として、図３Ｂに示すように「長手方向長さ」及び「幅」を
定義する。
【００８３】
　図６に示す酸化物超電導バルクマグネット１００は、レーストラック型の酸化物超電導
バルク体１１０とバルク体補強部材１２０とからなるバルク体ユニットが複数個互いに接
するように配置されて形成された集合体と、その側面を囲む厚肉の集合体側面補強部材１
３０と、集合体の上面と下面を覆う集合体上部補強部材１４０及び集合体下部補強部材１
５０と、これらを締結して固定するためのスペーサー１６０とから構成されている。図４
に示す酸化物超電導バルクマグネット２００においても、酸化物超電導バルク体２１０に
貫通孔が形成されている以外は、図６に示す酸化物超電導バルクマグネット１００と同様
の構成を有している。
【００８４】
　図４及び図６記載のスペーサー１６０、２６０は、集合体側面補強部材１３０、２３０
以外に、集合体上部補強部材１４０、２４０及び集合体下部補強部材１５０、２５０を固
定する箇所を設けるためのものである。図６においては、スペーサー２６０を、酸化物超
電導バルク体２１０の貫通孔２１２にも配置してもよい。スペーサー１６０、２６０には
、高さ方向に上部または下部に孔が形成されている。この孔は、上下に貫通する貫通孔で
あってもよい。これにより、集合体上部補強部材１４０、２４０及び集合体下部補強部材
１５０、２５０をボルト等の締結部材により強固に固定でき、酸化物超電導バルクマグネ
ット１００、２００を効果的に補強できる。
【００８５】
　なお、１個の酸化物超電導バルク体の形状をレーストラック型とすることの利点として
、長手方向の磁場分布の均一性が高いことが挙げられる。複数の酸化物超電導バルク体か
ら構成する超電導バルクマグネットは、各々の酸化物超電導バルク体の境界部での磁場は
、中央部の磁場極性に対して反転し不均一になる。そのため図６及び図４で示すレースト
ラック型の酸化物超電導バルク体１１０、２１０からなる酸化物超電導バルクマグネット
１００、２００では、長手方向に関しては均一性が高い磁場分布が得られる。
【００８６】
　また、１個の酸化物超電導バルク体の捕捉磁束分布は着磁条件によって異なる。例えば
、液体窒素温度（７７Ｋ）で単結晶状のＲＥ１Ｂａ２Ｃｕ３Ｏｙ中にＲＥ２ＢａＣｕＯ５

が分散した一般的な超電導バルク材料を用い、図７に示すようにレーストラック型とした
場合、比較的臨界電流密度が低くなる。具体的には、５Ｔ程度の十分に高い磁場中で静磁
場着磁を行った場合、磁束密度分布は図７の下側に示す分布になり、超電導電流はバルク
材料全体を流れる。
【００８７】
　これに対し、比較的臨界電流密度が高い液体ネオン温度（２７Ｋ）では、５Ｔ程度の磁
場中で静磁場着磁を行った場合、バルク体周辺部で大きな電流密度の超電導電流が流れる
ため、中心部に超電導電流が流れない。中心部の着磁前の磁束密度を捕捉できるため磁束
密度分布は図８の下側に示す分布になる。このような状況では、図８に示すようにレース
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トラック型の酸化物超電導バルク体２１０の中央部分に貫通孔２１２があってもそこには
超電導電流が流れないため磁束密度分布に影響を及ぼすことはない。この性質を利用して
、上述したように、レーストラック型の酸化物超電導バルク体２１０の中央部分に貫通孔
２１２を設け、この貫通孔２１２にボルト等の固定手段を挿入し、集合体上部補強部材２
４０及び集合体下部補強部材２５０と強固に固定することによって、酸化物超電導バルク
マグネット２００のひずみ応力などに対し強固な構造をとることが可能となる。なお、酸
化物超電導バルク体２１０の中央部分に形成された貫通孔２１２に直接締結部材を結合さ
せる場合、貫通孔にネジ溝を形成すると酸化物超電導バルク体２１０が破損する恐れがあ
る。この場合、貫通孔２１２の内径を、例えばボルト等の締結部材の径より大きくするの
がよい。
【００８８】
　また、酸化物超電導バルク体が、円柱形状を有していてもよい。
【００８９】
　図１０は、本実施形態における超電導バルクマグネットを構成する超電導バルク体が平
面視円形状である例を示す平面図である。
【００９０】
　酸化物超電導バルク体の形状を、円柱状とすることにより、酸化物超電導バルク体の側
面に配置されるバルク体補強部材は、酸化物超電導バルク体に対し、等方的に高い圧力を
加えることができ、フープ応力を低減する効果が高い。また、結晶成長させて得られる単
結晶状のバルク材は円柱形状であるため、加工が容易であるとともに、酸化物超電導バル
ク体に加工する際のロスが少ないので、歩留まりがよい。さらに、捕捉磁場特性に優れて
いる。
【００９１】
　なお、酸化物超電導バルク体を複数配置して、集合体を形成する際には、隙間がないよ
うに配置することはできない。したがって、全体的な磁場強度や単位面積当たりの総磁束
量を増加させるには若干不利であるものの、当該隙間を利用して、集合体上部補強部材と
集合体下部補強部材とをバルクマグネットの内部においても固定できるため、バルクマグ
ネット全体を曲げようとする力や捻ろうとする力に対して十分に対抗できる。
【００９２】
　上述した酸化物超電導バルク体から構成される、本実施形態に係る酸化物超電導バルク
マグネット１００、２００は、上述したように、発電機やモータ等の回転機器の磁極とし
て優れている。図１１にレーストラック型の酸化物超電導バルク体１１０を用いた酸化物
超電導バルクマグネット１００を磁極として用いた回転機器３００の一構成例を示す。図
１１では、バルク体ユニットの集合体の上面を覆う集合体上部補強部材を外した状況を示
している。回転機器３００は、回転軸３２０を中心として回転する円板状の回転子３１０
の外周面に、所定の間隔で酸化物超電導バルクマグネット１００が磁極として設けられて
なる。酸化物超電導バルクマグネット１００は、ボルト等で回転子３１０の外周部分に強
固に接続される。必要に応じて、集合体下部補強部材に酸化物超電導バルク体１１０を冷
却するための銅やアルミ等の高熱伝導部材を用い、冷媒からの冷熱を適量伝達できるよう
に接続するようにしてもよい。
【００９３】
　図１１では、レーストラック型の酸化物超電導バルク体１１０の長手方向が回転子３１
０の回転移動方向Ａと一致している。すなわち、酸化物超電導バルク体１１０の長手方向
が回転軸３２０と垂直になっている。レーストラック型の酸化物超電導バルク体１１０の
長手方向と回転軸方向とを垂直にすることで、磁極と対向する固定子（図示せず。）は、
一つの磁極が通過する間、ほぼ一定の磁束密度の磁束と鎖交することになり、回転数が一
定であれば、ほぼ一定の起磁力を発生することができる。これに対し、酸化物超電導バル
ク体１１０の長手方向が回転軸方向と平行の場合は、一つの磁極が通過する間、複数の磁
束密度のピークを経験することになりうる。
【００９４】
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　磁束密度が一定であるということは、発電機であれば、高調波成分を抑制することにな
り、また、モータであれば、コギングトルクを抑制してなめらかな回転を可能にできる。
したがって、磁束密度が一定であることは、レーストラック型の酸化物超電導バルク体１
１０を用いた磁極の大きなメリットである。
【００９５】
　（変形例）
　上記の実施形態では、超電導バルクマグネットは、集合体下部補強部材を有した状態で
、回転機器等に磁極として取り付けられている。しかしながら、回転機器等に磁極の取り
付け面として、たとえば、無酸素銅からなる冷却板が備えられている場合には、超電導バ
ルクマグネットは集合体下部補強部材を有していなくてもよい。すなわち、集合体下部補
強部材を有していない超電導バルクマグネットを、回転機器の冷却板に取り付け、一体化
するように固定すれば、当該冷却板を含むことにより、上述した超電導バルクマグネット
の構成が実現できる。したがって、集合体下部補強部材は、回転機器等の磁極の取り付け
面等であってもよい。
【００９６】
　また、集合体上部補強部材は、曲面を有していてもよい。特に比較的回転子の外径が小
さくなる場合、固定子側の内周曲面形状に合わせた曲率を有するものであってもよい。さ
らに、この様な場合、各酸化物超電導バルク体の集合体上部補強部材側の平面が、この曲
線に沿うように（すなわち、中央の酸化物超電導バルク体の集合体上部補強部材側の平面
が、周囲の酸化物超電導バルク体の集合体上部補強部材側の平面より、集合体上部補強部
材側に出た様に）配置されていてもよい。
【００９７】
　また、上記の実施形態では、集合体側面補強部材の一部にしか集合体の側面が接してお
らず、集合体側面補強部材の内周面と集合体の側面との間に隙間が生じている。これに対
し、集合体側面補強部材の集合体側の縁部を、集合体の側面と接するように延在させても
よい。このようにすることにより、集合体の側面が、集合体側面補強部材によりさらに強
固に固定されるため、集合体を構成する超電導バルク体の破損をさらに効果的に防止する
ことができる。
【００９８】
　以上、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について詳細に説明したが、本
発明はかかる例に限定されない。本発明の属する技術の分野における通常の知識を有する
者であれば、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇内において、各種の変更例ま
たは修正例に想到し得ることは明らかであり、これらについても、当然に本発明の技術的
範囲に属するものと了解される。
【実施例】
【００９９】
　（実施例１）
　本実施例の超電導バルクマグネットでは、Ｇｄ－Ｂａ－Ｃｕ－Ｏ系酸化物超電導バルク
体を用いた。まず市販されている純度９９．９質量％のガドリニウム（Ｇｄ）、バリウム
（Ｂａ）、銅（Ｃｕ）のそれぞれの酸化物の粉末を、Ｇｄ：Ｂａ：Ｃｕ＝１．６：２．３
：３．３のモル比で秤量し、それに白金を０．５質量％及び銀を１０質量％加えた。この
秤量粉を１時間かけて十分混練してから、大気中にて１１７３Ｋで８時間仮焼した。次に
、金型を用いて仮焼粉を円板形状に成形した。この成形体を１４２３Ｋまで加熱して溶融
状態にし、３０分間保持した後、降温途中で種付けを行い、１２７８Ｋ～１２５２Ｋの温
度領域を１００時間かけて徐冷し結晶成長させ、直径７０ｍｍの単結晶状超電導バルク体
を得た。この単結晶状超電導バルク体を、図５に示す形状に面取り加工を施して一辺５０
ｍｍ、高さ２０ｍｍの八角形状に加工し、酸素気流中において７２３Ｋで１００時間熱処
理した。
【０１００】
　この一辺５０ｍｍ角の八角形状の超電導バルク体に対して、表２に示すように、ケース
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１－Ｂ～１－Ｅにおいては、０．５ｍｍ、１ｍｍ、２ｍｍ、２ｍｍのステンレス鋼ＳＵＳ
３１６Ｌからなるバルク体補強部材をそれぞれ嵌め込んだ。その際、バルク体補強部材を
含めて同じサイズ（５０ｍｍ角）になるように超電導バルク体を追加工した。
【０１０１】
　その後、ケース１－Ａを除きバルク体補強部材が嵌め込まれた超電導バルク体を、それ
ぞれ３個×２個の計６個を長方形状に配置して、全体を肉厚５ｍｍ、高さ２０ｍｍのステ
ンレス鋼ＳＵＳ３１６Ｌ製の集合体側面補強部材で囲った。このとき、超電導バルク体と
バルク体補強部材及び集合体側面補強部材とが着磁実験中にずれないようにお互いにエポ
キシ系樹脂（商品名：スタイキャスト２８５０ＦＴ、日本エイブルスティック社製）で接
着した。さらに、集合体の下面に、集合体下部補強部材としての無酸素銅板、上面に、集
合体上部補強部材としてのステンレス鋼ＳＵＳ３１６Ｌ板を配置し、集合体側面補強部材
上、計１０か所をボルト締めして、集合体側面補強部材と集合体上部補強部材と集合体下
部補強部材とが一体化するように固定した。ケース１－Ａ～１－Ｄでは、さらに集合体内
部にも２か所ボルト締めを行った。
【０１０２】
　これらの超電導バルクマグネットを磁場中冷却で着磁し、３０Ｋにて磁場分布を測定し
た。まず、外部磁場４Ｔの条件では、ケース１－Ａ～１－Ｅのいずれの超電導バルクマグ
ネットにおいても超電導バルク体の破損は見られなかった。しかし、外部磁場５Ｔの条件
では、ケース１－Ｂ～１－Ｄの超電導バルクマグネットでは超電導バルク体は全く破損し
なかったが、ケース１－Ａの超電導バルクマグネットにおいて６個中２個の超電導バルク
体が破損した。また、ケース１－Ｅにおいては、１個の超電導バルク体の破損が発生した
。
【０１０３】
　また、表２に、外部磁場４Ｔの着磁条件において、ケース１－Ｂ～１－Ｄについて、ケ
ース１－Ａの超電導バルクマグネットの総磁束量を基準とした場合の比較を示す。バルク
体補強部材の肉厚が１ｍｍ以下であるケース１－Ｂ、１－Ｃの場合、９０％以上の高い総
磁束量であることが確認できた。なお、表２においては、外部磁場５Ｔの条件で、破損し
た酸化物超電導バルク体の個数を示した。本実験結果から、集合体内部において集合体上
部補強部材と集合体下部補強部材とを固定した超電導バルクマグネットにおいて、超電導
バルク体の破損を防止し、強磁場を発生可能であることが示された。
【０１０４】
　尚、表２のケース１－Ａ～１－Ｄと同様の条件で、集合体の上面及び下面に補強部材を
設けず同様の実験を行った結果、ケース１－Ａ～１－Ｄの全ての場合において、１個以上
の酸化物超電導バルク体の破損が発生した。
【０１０５】
【表２】

【０１０６】
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　（実施例２）
　実施例１と同様の試験を、超電導バルク体を２個×２個の計４個組み合わせた場合につ
いて実施した。表３のケース２－Ａ～２－Ｄでは、集合体側面補強部材上の、超電導バル
クマグネットの平面外周８か所に加えて、内部の１箇所にボルトを通して締結した。本発
明例であるケース２－Ｅでは、内部のボルト締めは行わなかった。表３に、外部磁場４Ｔ
の着磁条件において、ケース２－Ｂ～２－Ｅについて、ケース２－Ａの超電導バルクマグ
ネットの総磁束量を基準とした場合の比較を示す。
【０１０７】
　本発明例であるケース２－Ｂ～２－Ｄでは、超電導バルク体の破損は発生しなかった。
一方、個々の超電導バルク体にバルク体補強部材を嵌め込まなかった比較例であるケース
２－Ａでは、３個の超電導バルク体の破損が発生した。また、本発明例であるケース２－
Ｅにおいては、１個の超電導バルク体の破損が発生した。
【０１０８】
【表３】

【０１０９】
　（実施例３）
　実施例３では、図３Ａに示したレーストラック型の酸化物超電導バルク体を有する超電
導バルクマグネットについて検証した。本実施例の酸化物超電導バルクマグネットでは、
Ｇｄ（Ｄｙ）－Ｂａ－Ｃｕ－Ｏ系酸化物超電導バルク体を用いた。まず市販されている純
度９９．９質量％の希土類元素（ＲＥ）、バリウム（Ｂａ）、銅（Ｃｕ）のそれぞれの酸
化物の粉末を、ＲＥ：Ｂａ：Ｃｕ＝１．６：２．３：３．３のモル比で秤量し、それにＢ
ａＣｅＯ３を１．５質量％及び銀を２０質量％加えた。この秤量粉を１時間かけて十分混
練してから、大気中にて１１７３Ｋで８時間仮焼した。このとき、ＲＥ組成として（Ｇｄ
：Ｄｙ）＝（１００：０）、（９５：５）、（９０：１０）、（８５：１５）の四種類の
仮焼粉を作製した。これらの仮焼粉を直径２００ｍｍの金型中に同心円状にそれぞれ直径
５０ｍｍの領域に（１００：０）の仮焼粉を配置し、その周り直径１００ｍｍの領域に（
９５：５）の仮称粉を、さらにその周囲１５０ｍｍの領域に（９０：１０）の仮焼粉を配
置し、残りを（８５：１５）の仮焼粉を配置し加圧成形した。
【０１１０】
　この成形体を１４２３Ｋまで加熱して溶融状態にし、３０分間保持した後、降温途中で
種付けを行い、１２７８Ｋ～１２５２Ｋの温度領域を３００時間かけて徐冷し結晶成長さ
せ、直径１５５ｍｍの単結晶状酸化物超電導バルク体を得た。このようにして作製した単
結晶状酸化物超電導バルク体をレーストラック型（長手方向長さ１２０．０ｍｍ、幅６０
．０ｍｍ、高さ２０．０ｍｍ）に加工を施し、酸素気流中において７２３Ｋで１００時間
熱処理した。
【０１１１】
　このレーストラック型の酸化物超電導バルク体にステンレス鋼ＳＵＳ３１６Ｌ製のレー
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ストラック型のバルク体補強部材（外周の長手方向長さ１２２．０ｍｍ、幅６２．０ｍｍ
、内周の長手方向長さ１２０．０ｍｍ、幅６０．０ｍｍ、高さ２０．０ｍｍ、肉厚１．０
ｍｍ）を嵌め込み、樹脂で固定した。さらに、同様にして作製したバルク体補強部材つき
のレーストラック型の酸化物超電導バルク体を２個作製し、これら３個を敷き詰め、全体
を肉厚１０ｍｍの同じくステンレス鋼ＳＵＳ３１６Ｌから形成した集合体側面補強部材（
外周の長手方向長さ２０６ｍｍ、幅１４２ｍｍ、内周の長手方向長さ１８６ｍｍ、幅１２
２ｍｍ、高さ２０．０ｍｍ、肉厚１０ｍｍ）で囲った。
【０１１２】
　さらに、集合体側面補強部材で囲ったバルク体ユニットの上面及び下面に、ネジ止めの
ための穴を有するステンレス鋼ＳＵＳ３１６Ｌの集合体上部補強部材及び集合体下部補強
部材（外周の形状は集合体側面補強部材の外周と同じ、厚さ５．０ｍｍ）を配置し、これ
らをネジ止めした。ネジ止め前には、酸化物超電導バルク体とバルク体補強部材、集合体
側面補強部材とが着磁実験中にずれないようにお互いに樹脂（商品名：スタイキャスト２
８５０ＦＴ、日本エイブルスティック社製）で埋め込んだ。
【０１１３】
　次に、バルク体補強部材の厚さ及び有無による効果を比較するため、バルク体補強部材
の厚さがゼロ（すなわち、バルク体補強部材なし）の酸化物超電導バルクマグネット（比
較例３－Ａ）、バルク体補強部材の厚さ０．５ｍｍの酸化物超電導バルクマグネット（実
施例３－Ｂ）、厚さ１．０ｍｍの酸化物超電導バルクマグネット（実施例３－Ｃ）、厚さ
２．０ｍｍの酸化物超電導バルクマグネット（実施例３－Ｄ）について検証した。これら
は、バルク体補強部材の厚さ以外はそれぞれ同様に作製した。
【０１１４】
　表４に、外部磁場５Ｔの着磁条件において、比較例３－Ａの酸化物超電導バルクマグネ
ットの総磁束量を基準とした場合の比較及び外部磁場５Ｔ着磁時の酸化物超電導バルク体
の割れの有無を示す。表４においては、外部磁場５Ｔの条件で、１個以上の酸化物超電導
バルク体の破損があった場合、破損が「有」とした。バルク体補強部材の肉厚が１ｍｍ以
下の場合、９０％以上の高い総磁束量であることが確認できた。
【０１１５】
　また、酸化物超電導バルク体の割れに関して、まず、これらの酸化物超電導バルクマグ
ネットを、冷凍機を用い約３０Ｋにて磁場中冷却で着磁し、磁場分布を測定した。外部磁
場４Ｔの条件では、どの酸化物超電導バルクマグネットにおいても破損は見られなかった
。次に、外部磁場を５Ｔに変更したところ、実施例３－Ｂ～３－Ｄの酸化物超電導バルク
マグネットの酸化物超電導バルク体は全く破損しなかったが、比較例３－Ａの酸化物超電
導バルクマグネットが破損した。
【０１１６】
　従って、本実験結果から、本発明の構造を有するレーストラック型の超電導バルク体を
複数個組み合わせてなる酸化物超電導バルクマグネットにおいては、酸化物超電導バルク
体の破損を防止し、強磁場を発生することが可能な酸化物超電導バルクマグネットを提供
することができる。また、バルク体補強部材の肉厚を１．０ｍｍ以下とすることで、高い
総磁束量を得ることができることが示された。
【０１１７】
　尚、表４の３－Ａ～３－Ｄと同様の条件で、集合体上部補強部材及び集合体下部補強部
材なしで同様の実験を行った結果、３－Ａ～３－Ｄの全ての場合において、酸化物超電導
バルク体の破損が発生した。
【０１１８】
　これらの実験結果から、レーストラック型酸化物超電導バルク体の各々の外周にレース
トラック型のバルク体補強部材を嵌合したバルク体ユニットを複数個組み合わせてなる酸
化物超電導バルク体の集合体の側面外周部に集合体補強体を配置し、集合体の上面及び下
面に補強部材を配置することで、酸化物超電導バルクマグネットが優れた磁場発生源とな
ることが明らかになった。
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【０１１９】
【表４】

【０１２０】
　（実施例４）
　実施例４では、図４に示す貫通孔が形成された酸化物超電導バルク体から構成される酸
化物超電導バルクマグネットについて検証した。本実施例の酸化物超電導バルクマグネッ
トでは、Ｇｄ（Ｄｙ）－Ｂａ－Ｃｕ－Ｏ系酸化物超電導バルク体を用いた。まず市販され
ている純度９９．９質量％の希土類元素（ＲＥ）、バリウム（Ｂａ）、銅（Ｃｕ）のそれ
ぞれの酸化物の粉末を、ＲＥ：Ｂａ：Ｃｕ＝１．８：２．４：３．６のモル比で秤量し、
それにＢａＣｅＯ３を１．５質量％及び銀を２０質量％加えた。この秤量粉を１時間かけ
て十分混練してから、大気中にて１１７３Ｋで８時間仮焼した。この時、ＲＥ組成として
（Ｇｄ：Ｄｙ）＝（１００：０）、（９６：４）、（９２：８）、（８８：１２）の四種
類の仮焼粉を作製した。これらの仮焼粉を直径２００ｍｍの金型中に同心円状にそれぞれ
直径５０ｍｍの領域に（１００：０）の仮焼粉を配置し、その周り直径１００ｍｍの領域
に（９６：４）の仮称粉を、さらにその周囲１５０ｍｍの領域に（９２：８）の仮焼粉を
配置し、残りを（８８：１２）の仮焼粉を配置し加圧成形した。
【０１２１】
　この成形体を１４２３Ｋまで加熱して溶融状態にし、３０分間保持した後、降温途中で
種付けを行い、１２７８Ｋ～１２５２Ｋの温度領域を３２０時間かけて徐冷し結晶成長さ
せ、直径１５５ｍｍの単結晶状酸化物超電導バルク体を得た。このようにして作製した単
結晶状酸化物超電導バルク体をレーストラック型（長手方向長さ１１０．０ｍｍ、幅７０
．０ｍｍ、高さ２０．０ｍｍ）に加工を施し、さらに、酸化物超電導バルク体の中央部に
、直径１０．０ｍｍの貫通孔を長手方向に４０ｍｍの中心間隔で２個形成した。その後、
これを酸素気流中において７２３Ｋで１００時間熱処理した。酸素気流中において７２３
Ｋで１００時間熱処理した。
【０１２２】
　このレーストラック型の酸化物超電導バルク体にステンレス鋼ＳＵＳ３１６Ｌ製のレー
ストラック型のバルク体補強部材（外周の長手方向長さ１１２．０ｍｍ、幅７２．０ｍｍ
、内周の長手方向長さ１１０．０ｍｍ、幅７０．０ｍｍ、高さ２０．０ｍｍ、肉厚１．０
ｍｍ）を嵌め込み樹脂で固定した。さらに、同様にして作製したバルク体補強部材つきの
レーストラック型の酸化物超電導バルク体を２個作製し、これら３個を敷き詰め、全体を
肉厚１２ｍｍの同じくステンレス鋼ＳＵＳ３１６Ｌから形成した集合体側面補強部材（外
周の長手方向長さ２４０ｍｍ、幅１３６ｍｍ、内周の長手方向長さ２１６ｍｍ、幅１１２
ｍｍ、高さ２０．０ｍｍ、肉厚１０ｍｍ）で囲った。
【０１２３】
　さらに、集合体側面補強部材で囲ったバルク体ユニットの上面に、ネジ止めのための穴
を有するステンレス鋼ＳＵＳ３１６Ｌ（厚さ５．５ｍｍ）の集合体上部補強部材を配置し
、ネジ止めした。また、集合体側面補強部材で囲ったバルク体ユニットの下面に、ネジ止
めのための穴を有する無酸素銅（厚さ９．０ｍｍ）の集合体下部補強部材を配置し、ネジ
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止めした。なお、集合体上部補強部材及び集合体下部補強部材の外周の形状は、集合体側
面補強部材の外周の形状と同一である。また、ネジ止め前に酸化物超電導バルク体とバル
ク体補強部材、集合体側面補強部材とが着磁実験中にずれないようにお互いに樹脂（商品
名：スタイキャスト２８５０ＦＴ、日本エイブルスティック社製）で埋め込んだ。
【０１２４】
　つぎに、バルク体補強部材の有無による効果を比較するため、バルク体補強部材の厚さ
がゼロ（すなわち、バルク体補強部材なし）の酸化物超電導バルクマグネット（比較例４
－Ａ）と、バルク体補強部材の厚さ１．０ｍｍの酸化物超電導バルクマグネット（実施例
４－Ｃ）とについて検証した。これらは、バルク体補強部材の厚さ以外はそれぞれ同様に
作製した。
【０１２５】
　これらの超電導バルクマグネットを、冷凍機を用い磁場中冷却で着磁し、約３０Ｋにて
磁場分布を測定した。外部磁場４．５Ｔの条件では、いずれの酸化物超電導バルクマグネ
ットにおいても破損は見られなかった。しかし、外部磁場５．５Ｔの条件では、実施例４
－Ｃの酸化物超電導バルクマグネットでは酸化物超電導バルク体は全く破損しなかったが
、比較例４－Ａの酸化物超電導バルクマグネットが破損した。
【０１２６】
　これらの実験結果から、穴開け加工部を有するレーストラック型の酸化物超電導バルク
体の各々の外周にレーストラック型のバルク体補強部材を嵌合したレーストラック型のバ
ルク体ユニットを複数個組み合わせてなる酸化物超電導バルク体の集合体の側面外周部に
集合体側面補強部材を配置し、集合体の上面及び下面に集合体上部補強部材及び集合体下
部補強部材を締結することで、酸化物超電導バルクマグネットが優れた磁場発生源となる
ことが明らかになった。
【０１２７】
　（実施例５）
　実施例５では、図１０に示す円柱形状の酸化物超電導バルク体から構成される酸化物超
電導バルクマグネットについて検証した。本実施例の酸化物超電導バルクマグネットでは
、Ｇｄ－Ｂａ－Ｃｕ－Ｏ系酸化物超電導バルク体を用いた。まず市販されている純度９９
．９質量％のガドリニウム（Ｇｄ）、バリウム（Ｂａ）、銅（Ｃｕ）のそれぞれの酸化物
の粉末を、Ｇｄ：Ｂａ：Ｃｕ＝1：２：３のモル比で秤量し、それにＢａＣｅＯ３を１．
５質量％を添加し、十分に混合した後、１１８３Ｋで５時間、酸素気流中で仮焼し、更に
粉砕および混練を行った後、再び１１９３Ｋで仮焼し粉砕することでＧｄ系１２３相の仮
焼粉を作製した。また、同様の各酸化物原料を用い、Ｇｄ：Ｂａ：Ｃｕ＝２：１：１のモ
ル比で秤量し、それにＢａＣｅＯ３を１．５質量％を添加し、十分に混合した後、１１８
３Ｋで５時間、酸素気流中で仮焼し、更に粉砕および混練を行った後、再び１１９８Ｋで
仮焼し粉砕することでＧｄ系２１１相の仮焼粉を作製した。
【０１２８】
　これらの仮焼粉を１２３：２１１のモル比が３：１になるように秤量し、更に１０質量
％の酸化銀粉末を添加し混合粉を作製した。この混合粉を内径６５ｍｍの円筒状金型を用
い成形体を作製し、この成形体を加熱して半溶融状態にしたのち、１３１３Ｋで種結晶を
接触させた後、１２７８Ｋ～１２５５Ｋの温度領域を２８０時間かけて徐冷し結晶成長さ
せ、直径約５１ｍｍの単結晶状酸化物超電導バルク体を得た。これを直径５０ｍｍ、高さ
１７ｍｍの円柱状に加工し、酸素気流中において７０３Ｋで１００時間熱処理し、酸化物
超電導バルク体を作製した。また、同様の方法により、直径約５１ｍｍの単結晶状酸化物
超電導バルク体を得たのち、直径４７ｍｍ、高さ１７ｍｍの酸化物超電導バルク体を作製
した。またさらに、同様の方法により、直径約５１ｍｍの単結晶状酸化物超電導バルク体
を得たのち、直径３８ｍｍ、高さ１２ｍｍの酸化物超電導バルク体を作製した。
【０１２９】
　次に同様の方法で作製した直径５０ｍｍ、高さ１７ｍｍの酸化物超電導バルク体を１０
個使用し、図１２に示すように配置した。このとき、バルク体補強部材はない。集合体側
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面補強部材は、ネジ止めのための穴を有する肉厚１２ｍｍ、高さ１７ｍｍのＳＵＳ３１６
Ｌ製のリングを使用した。また、集合体上部補強部材としてネジ止めのための穴を有する
肉厚４．５ｍｍのＳＵＳ３１６Ｌ製の板を使用し、集合体下部補強部材として、ネジ止め
のための穴を有する肉厚１１．０ｍｍの無酸素銅製の板を使用し、これらをネジ止めする
ことで、比較例の酸化物超電導バルクマグネット（５－Ａ）を作製した。
【０１３０】
　また、同様の方法で作製した直径５０ｍｍ、高さ１７ｍｍの酸化物超電導バルク体を１
０個使用し、図１３に示すように配置した。このとき、バルク体補強部材はない。また、
集合体側面補強部材もない。集合体上部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚
７．０ｍｍのＳＵＳ３１６Ｌ製の板を使用した。
【０１３１】
　ただし、酸化物超電導バルク体の集合体と接する集合体上部補強部材の面には、図１３
に示すように、酸化物超電導バルク体の集合体が収まるくぼみ加工が施されており、この
くぼみ加工部分の肉厚は、４．５ｍｍとした。すなわち、くぼみ加工部分により集合体の
側面の一部が覆われている。また、酸化物超電導バルク体の隙間にネジ穴の位置が対応す
るように加工した。図１３にはＡ-Ａ‘間の断面図およびＢ-Ｂ’間の断面図も示した。集
合体下部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚１１．０ｍｍの無酸素銅製の板
を使用し、これらをネジ止めすることで比較例の酸化物超電導バルクマグネット（５－Ｂ
）を作製した。
【０１３２】
　また、同様の方法で作製した直径３８ｍｍ、高さ１２ｍｍの酸化物超電導バルク体を１
０個作製した。また、直径３８ｍｍ、高さ５ｍｍのステンレス板を作製した。そして、バ
ルク体補強部材として内径３９．０ｍｍ、外径５０．０ｍｍ（肉厚５．５ｍｍ）のステン
レスリングを使用し、図１４に示すように、このステンレスリング中にステンレス板を酸
化物超電導バルク体の下にしてこれらを樹脂接着した。このようにしてバルク体ユニット
を１０個作製した。集合体側面補強部材は無く、集合体上部補強部材としてネジ止めのた
めの穴を有する肉厚９．０ｍｍのＳＵＳ３１６Ｌ製の板を使用した。
【０１３３】
　ただし、酸化物超電導バルク体の集合体と接する集合体上部補強部材の面には、図１４
に示すように、酸化物超電導バルク体の集合体が収まるくぼみ加工が施されており、この
くぼみ加工部分の肉厚は、４．５ｍｍとした。すなわち、くぼみ加工部分により集合体の
側面の一部が覆われている。また、酸化物超電導バルク体の隙間にネジ穴の位置が対応す
るように加工した。図１４にはＡ－Ａ‘間の断面図およびＢ－Ｂ’間の断面図も示した。
集合体下部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚１１．０ｍｍの無酸素銅製の
板を使用し、これらをネジ止めすることで比較例の酸化物超電導バルクマグネット（５－
Ｃ）を作製した。
【０１３４】
　また、同様の方法で作製した直径４７ｍｍ、高さ１７ｍｍの酸化物超電導バルク体を１
０個使用し、図１５に示すように配置した。このとき、バルク体補強部材には内径４７．
０５ｍｍ、外径５０．０ｍｍの銅合金リングを使用し、半田接着した。集合体側面補強部
材はネジ止めのための穴を有する肉厚１２ｍｍ、高さ１７ｍｍのＳＵＳ３１６Ｌ製のリン
グを使用した。
【０１３５】
　また、集合体上部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚４．５ｍｍのＳＵＳ
３１６Ｌ製の板を使用し、集合体下部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚１
１．０ｍｍの無酸素銅製の板を使用し、これらをネジ止めすることで実施例の酸化物超電
導バルクマグネット（５－Ｄ）を作製した。
【０１３６】
　またさらに、同様の方法で作製した直径４７ｍｍ、高さ１７ｍｍの酸化物超電導バルク
体を１０個使用し、図１６に示すように配置した。このとき、バルク体補強部材には内径
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４７．０５ｍｍ、外径５０．０ｍｍの銅合金リングを使用し、半田接着した。集合体側面
補強部材はネジ止めのための穴を有する肉厚１２ｍｍ、高さ１７ｍｍのＳＵＳ３１６Ｌ製
のリングを使用した。
【０１３７】
　また、集合体上部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚４．５ｍｍのＳＵＳ
３１６Ｌ製の板を使用し、集合体下部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚１
１．０ｍｍの無酸素銅製の板を使用した。さらに、集合体上部補強部材と集合体下部補強
部材を集合体側面補強部材を介して、結合する際、バルク体補強部材付きの円柱状酸化物
超電導バルク体間のスペースにスペーサーを配置し、これらの位置においても結合部材に
より接合することで強度を高め、実施例の酸化物超電導バルクマグネット（５－Ｅ）を作
製した。
【０１３８】
　なお、これらの例(５－Ａ、５－Ｂ、５－Ｃ、５－Ｄ、５－Ｅ)において、集合体上部補
強部材及び集合体下部補強部材の外周の形状は、５－Ａの集合体側面補強部材の外周の形
状と同一である。また、実施例５－Ｄ、実施例５－Ｅでは、ネジ止めに加え、集合体上部
補強部材と集合体下部補強部材を集合体側面補強部材に半田接続した。また、酸化物超電
導バルク体、集合体側面補強部材が着磁実験中にずれないように樹脂（商品名：スタイキ
ャスト２８５０ＦＴ、日本エイブルスティック社製）で埋め込んだ。
【０１３９】
　次に、バルク体補強部材および集合体側面補強部材の有無による効果およびスペーサー
を介しての集合体上部補強部材と集合体下部補強部材との結合の効果を比較するため、上
記の（比較例５－Ａ）、（比較例５－Ｂ）、（比較例５－Ｃ）、（実施例５－Ｄ）（実施
例５－Ｅ）に関して、着磁実験を行った。
【０１４０】
　表５に、各外部磁場の着磁条件において、酸化物超電導バルク体の割れの有無および割
れた円柱状酸化物超電導バルク体の個数を示す。また、３０Ｋ、２．５Ｔの条件で着磁し
た時の、集合体上部補強部材表面における、一つのバルク体ユニット上の磁束量を測定し
た時の結果を比較例５－Ａを基準にとり１００％とした時の値をしめす。また、３０Ｋ，
１．５Ｔ着磁時は、いずれも酸化物超電導バルク体の割れは無かった。
【０１４１】
　外部磁場３０Ｋ,３．０Ｔの条件では、比較例５－Ｂにおいて、４個の酸化物超電導バ
ルク体の破損があったが、他の例では破損がなかった。また、外部磁場３０Ｋ,４．０Ｔ
の条件では、比較例５－Ａにおいて、２個の酸化物超電導バルク体の破損があったが、比
較例５－Ｃ、実施例５－Ｄ、実施例５－Ｅでは、破損が無かった。また、外部磁場３０Ｋ
、６．０Ｔの条件では、実施例５－Ｄでは、１個の酸化物超電導バルク体の破損があった
が、実施例５－Ｅでは、破損が無かった。
【０１４２】
　３０Ｋ、３．０Ｔ着磁では、比較例５－Ｂがすでに、４個のバルク体に破損がみられた
。これは、比較例５－Ｂには、バルク体補強部材がないことに加えて、集合体の側面の一
部しか覆われていないため、ネジ止めの際にネジ止めによる圧縮力が直接酸化物超電導バ
ルク体にかかることになる。酸化物超電導バルク体は、セラミックスであるため、圧縮強
度は、引っ張り強度に比べ大きいものの、基本的に単結晶材料であるため、外力に対し欠
けやすく割れやすい。そのため、集合体上部補強部材を酸化物超電導バルク体が破損しな
い程度の力でしか固定できなかったことが原因と考えられる。
【０１４３】
　また、比較例５－Ｃでは、磁束量が５０％以下に減少しており、損傷が起きた酸化物超
電導バルク体であっても７０％程度の磁束量を維持していたことから、損傷と同レベルの
磁束量低下があるとして、総合判定では不可（poor）とした。これらの実験結果から、本
発明の構造を有する円柱状の超電導バルク体を複数個組み合わせてなる酸化物超電導バル
クマグネットにおいては、酸化物超電導バルク体の破損を防止し、より強磁場を発生する



(25) JP 6324529 B2 2018.5.23

10

20

30

40

50

ことが可能な酸化物超電導バルクマグネットを提供することができる事がわかった。
【０１４４】
【表５】

【０１４５】
　（実施例６）
　実施例６では、図９に示す六角柱形状の酸化物超電導バルク体から構成される酸化物超
電導バルクマグネットについて検証した。本実施例の酸化物超電導バルクマグネットでは
、Ｄｙ－Ｂａ－Ｃｕ－Ｏ系酸化物超電導バルク体を用いた。まず市販されている純度９９
．９質量％の希土類元素（ＲＥ）、バリウム（Ｂａ）、銅（Ｃｕ）のそれぞれの酸化物の
粉末を、Ｄｙ：Ｂａ：Ｃｕ＝1：２：３のモル比で秤量し、それにＢａＣｅＯ３を１．５
質量％を添加し、十分に混合した後、１１８３Ｋで５時間、酸素気流中で仮焼し、更に粉
砕および混練を行った後、再び１１９３Ｋで仮焼し粉砕することでＤｙ系１２３相の仮焼
粉を作製した。また、同様の各酸化物原料を用い、Ｄｙ：Ｂａ：Ｃｕ＝２：１：１のモル
比で秤量し、それにＢａＣｅＯ３を１．５質量％を添加し、十分に混合した後、１１８３
Ｋで５時間、酸素気流中で仮焼し、更に粉砕および混練を行った後、再び１１９８Ｋで仮
焼し粉砕することでＤｙ系２１１相の仮焼粉を作製した。
【０１４６】
　これらの仮焼粉を１２３：２１１のモル比が３：１になるように秤量し、更に１０質量
％の酸化銀粉末を添加し混合粉を作製した。この混合粉を内径８５ｍｍの円筒状金型を用
い成形体を作製し、この成形体を加熱して半溶融状態にしたのち、１３１３Ｋで種結晶を
接触させた後、１２６３Ｋから１２４０Ｋの温度領域を３２０時間かけて徐冷し結晶成長
させ、直径約６５ｍｍの単結晶状酸化物超電導バルク体を得た。これを一辺が３２ｍｍ、
高さ２０ｍｍの六角柱状に加工し、酸素気流中において７０３Ｋで１００時間熱処理し、
酸化物超電導バルク体を作製した。また、同様の方法により、直径約６５ｍｍの単結晶状
酸化物超電導バルク体を得たのち、一辺が３０ｍｍ、高さ２０ｍｍの酸化物超電導バルク
体を作製した。
【０１４７】
　次に同様の方法で作製した一辺が３２ｍｍの六角柱状の酸化物超電導バルク体を１０個
使用し、図１７に示すように配置した。このとき、バルク体補強部材はない。集合体側面
補強部材はネジ止めのための穴を有する肉厚１４ｍｍ、高さ２０ｍｍのＳＵＳ３１４製の
リングを使用した。
【０１４８】
　また、集合体上部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚５．５ｍｍのＳＵＳ
３１４製の板を使用し、集合体下部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚１２
．０ｍｍの無酸素銅製の板を使用し、これらをネジ止めすることによって、比較例の酸化
物超電導バルクマグネット（６－Ａ）を作製した。
【０１４９】
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　また、同様の方法で作製した一辺が３０ｍｍ、高さ２０ｍｍの六角柱状の酸化物超電導
バルク体を１０個使用し、図１８に示すように配置した。このとき、バルク体補強部材に
は内周の一辺が３０．０５ｍｍ、外周の一辺が３２．０ｍｍの六角柱状のアルミ合金リン
グを使用し、半田接着した。集合体側面補強部材はネジ止めのための穴を有する肉厚１４
ｍｍ、高さ２０ｍｍのＳＵＳ３１４製のリングを使用した。また、集合体上部補強部材と
してネジ止めのための穴を有する肉厚５．５ｍｍのＳＵＳ３１４製の板を使用し、集合体
下部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚１２．０ｍｍの無酸素銅製の板を使
用し、これらをネジ止めすることによって実施例の酸化物超電導バルクマグネット（６－
Ｂ）を作製した。
【０１５０】
　またさらに、同様の方法で作製した一辺が３０ｍｍ、高さ２０ｍｍの六角柱状の酸化物
超電導バルク体を１０個使用し、このうち２個は中心部に直径１２ｍｍの穴あけ加工を施
したものを使用し、図１９に示すように配置した。このとき、バルク体補強部材には内周
の一辺が３０．０５ｍｍ、外周の一辺が３２．０ｍｍの六角柱状のアルミ合金リングを使
用し、半田接着した。集合体側面補強部材は肉厚１４ｍｍ、高さ２０ｍｍのＳＵＳ３１４
製のリングを使用した。
【０１５１】
　また、集合体上部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚５．５ｍｍのＳＵＳ
３１４製の板を使用し、集合体下部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚１５
．０ｍｍの無酸素銅製の板を使用し、さらに、集合体上部補強部材と集合体下部補強部材
を集合体側面補強部材を介して、結合する際、バルク体補強部材付きの六角柱状酸化物超
電導バルク体間のスペースにスペーサーを配置した。加えて、穴開け加工した六角柱状の
酸化物超電導バルク体の穴にもスペーサーを配置しスペーサーを介して集合体上部補強部
材と集合体下部補強部材を固定した。これらの位置においても結合部材により接合するこ
とで強度を高め、実施例の酸化物超電導バルクマグネット（６－Ｃ）を作製した。
【０１５２】
　またさらに、同様の方法で作製した一辺が３０ｍｍ、高さ２０ｍｍの六角柱状の酸化物
超電導バルク体を１０個使用し、このうち2個は中心部に直径１２ｍｍの穴あけ加工を施
したものを使用し、図２０に示すように配置した。このとき、バルク体補強部材には内周
の一辺が３０．０５ｍｍ、外周の一辺が３２．０ｍｍの六角柱状のアルミ合金リングを使
用し、半田接着した。集合体側面補強部材は肉厚１４ｍｍ、高さ２０ｍｍのＳＵＳ３１４
製のリングを使用した。
【０１５３】
　また、集合体上部補強部材として図２０に示すように、ネジ止めのための穴を有し、酸
化物超電導バルク体の集合体（バルク体ユニット）の端部の形状に対応するように加工し
た無酸素銅製のリングを使用した。すなわち、集合体側面補強部材の集合体側の縁部を、
集合体の側面と接するように延在させた。
【０１５４】
　集合体下部補強部材としてネジ止めのための穴を有する肉厚１５．０ｍｍの無酸素銅製
の板を使用し、さらに、集合体上部補強部材と集合体下部補強部材を集合体側面補強部材
を介して、結合する際、穴開け加工した六角柱状の2個の酸化物超電導バルク体の穴にも
スペーサーを配置しスペーサーを介して集合体上部補強部材と集合体下部補強部材を固定
した。これらの位置においても結合部材により接合することで強度を高め、実施例の酸化
物超電導バルクマグネット（６－Ｄ）を作製した。
【０１５５】
　なお、これらの例(６－Ａ、６－Ｂ、６－Ｃ、６－Ｄ)において、集合体上部補強部材及
び集合体下部補強部材の外周の形状は、集合体側面補強部材の外周の形状と同一である。
また、ネジ止め前に酸化物超電導バルク体とバルク体補強部材、集合体側面補強部材とが
着磁実験中にずれないように樹脂（商品名：スタイキャスト２８５０ＦＴ、日本エイブル
スティック社製）で埋め込んだ。
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【０１５６】
　次に、バルク体補強部材の有無による効果およびスペーサーを介しての集合体上部補強
部材と集合体下部補強部材との結合の効果を比較するため、上記の（比較例６－Ａ）、（
実施例６－Ｂ）、（実施例６－Ｃ）、（実施例６－Ｄ）に関して、着磁実験を行った。
【０１５７】
　表６に、各外部磁場の着磁条件において、酸化物超電導バルク体の割れの有無および割
れた六角柱状の酸化物超電導バルク体の個数を示す。表６においては、外部磁場４０Ｋ、
４．０Ｔの条件では、比較例６－Ａにおいて、２個の酸化物超電導バルク体の破損があっ
たが、実施例６－Ｂ、実施例６－Ｃ、実施例６－Ｄでは、破損が無かった。また、外部磁
場４０Ｋ、６．０Ｔの条件では、実施例６－Ｂでは、２個の酸化物超電導バルク体の破損
があったが、実施例６－Ｃ、実施例６－Ｄでは、破損が無かった。
【０１５８】
　これらの実験結果から、本発明の構造を有する六角柱状の超電導バルク体を複数個組み
合わせてなる酸化物超電導バルクマグネットにおいては、酸化物超電導バルク体の破損を
防止し、より強磁場を発生することが可能な酸化物超電導バルクマグネットを提供するこ
とができる事がわかった。
【０１５９】
【表６】

【符号の説明】
【０１６０】
　１００　　酸化物超電導バルクマグネット
　１１０、２１０　　酸化物超電導バルク体
　１２０、２１０　　バルク体補強部材
　１３０、２３０　　集合体側面補強部材
　１３２　　締結孔（貫通孔）
　１４０、２４０　　集合体上部補強部材
　１４２　　締結孔（貫通孔）
　１５０、２５０　　集合体下部補強部材
　１５２　　締結孔（貫通孔）
　１６０、２６０　　スペーサー
　１６２　　空間
　２１２　　貫通孔
　３００　　回転機器
　３１０　　回転子
　３２０　　回転軸
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